
日本石鹸洗剤工業会事務局 _ 

ご担当者様  

 

2026年４月10日付けのご返信拝読いたしました。 _ 

 

貴会及び会員の皆様におかれましても、「香りによる体調不良を訴える方」や「当会員の

声」は承知いただいている由、まずは被害を受けている多くの人たちと、共通認識の一歩

ととらえております。 

 

過去の公害事例とは異なり、化学物質過敏症や香害被害の場合、幸いにして直接生命に関

わる症状、身体の変化など、見た目にも重篤さは表れない症状が概ねです。 

一方、喘息やアレルギーによるアナフィラキシーショックなどで、命を落とす方はおら

れ、そうした方が化学物質過敏症を併発している例もないことはありません。 

 

化学物質過症や香害被害の症状は、鼻水、頭痛、咽頭痛といった比較的軽微なものである

ことで、重く受けとめなくてもよいという見方もあります。 

しかし、人は指先の小さな痛みでも、それから逃れることができない事情や環境を前にし

ては実に弱い生き物です。とぎれのない症状に救済がなければ、増悪は免れません。 

 

小さな健康増悪はストレスを生み、早晩自律神経などの乱れとなり、さらにそれが続けば

精神症状が出ることは、医学的にも明らかです。 

皮膚炎や喘息を誘発する場合も、くり返してよいはずがありません。原因と思われるもの

を見極めて対処をしようと、だれもが思うでしょう。 

 

化学物質過敏症は、初期の表面的な症状は軽症でも、常に柔軟剤、合成洗剤、消臭剤など

が蔓延している環境では、常時花粉が舞い散る、アレルギー物質が充満する環境と同じこ

とになります。現状、香害を放置している状態は、症状を呈している人たちからすると

「地獄」です。 

 

化学物質過敏症発症者や香害被害者の多くは、香害に配慮された空気環境が整えば、症状

を持たずに過ごすことができるという点はご存知でしょうか。 

たとえば、それは人口密度の低い地域、地方の里山であったり、都心でも近隣で柔軟剤を

使用しない地域や屋内環境であれば、症状は出現せず、また悪化しかけていた症状も落ち

着きます。 

 

「被害の声」を承知いただいているとしたら、複数ある被害の声から「いつ・どんなと



き・どのような症状を呈するのか」を読みとっていただければ、そこに共通する点がある

ことにお気づきではないでしょうか。 

 

いまは、香害に苦しむ人たちは、健康を保つためには、人混みに出ないという対策をとる

しかありません。一歩外に出たら咳や鼻水が、頭痛や腹痛が始まるとなれば、社会から

「ひきこもる」ことが自分でできる対策になります。 

それゆえ、暮らしは窮し、転居、休職、休学といった人生の一大事を選択せざるをえない

状況に陥るのです。私どもの会員は、性別、年齢、職業なども多種多様で、偏った傾向は

みられません。 

 

親達は、出産育児を通して成長期の子どもに必要なこと、また避けなければならないこと

を学んでいきます。 

以前は、食品添加物や農薬については、一部の安全志向の方たちに意識して避けられてい

たものですが、いまや駅前のスーパーなどでも、無添加無農薬はむしろ「良品の印」とし

て積極的な宣伝がなされ、手に入れることができます。 

 

香害も被害を放置している間に、たとえば給食着の異様なニオイは多くの保護者にとって

の問題にもなってきています。 

2026年6月18日付けの中日東京新聞でも、香害により教育権を奪われた子どもの一例が紹

介されていました。 

いま、カナリア・ネットワーク全国では、「学校を無香料に！」と題した署名活動を行っ

ています。 

 

同月には香害被害者が中心になり、衆議院議員会館にて香害周知パネル展を開催していま

す。被害者の声は徐々に各地の地方議会議員、そして国会議員のもとにも届けられていま

す。 

 

先に、化学物質過敏症を命に関わらぬ軽症としましたが、しかしその実態は非常に過酷で

す。通学通勤を奪うということは、家族をはじめ様々な人間関係にも影響が大きいのはご

想像の通りです。 

経済的にも非常に負担が大きく困窮されている方も少なくありません。 

また、ご自身の症状や社会の無理解に苦しみ自ら命を絶つ方もおられ、痛ましい限りで

す。 

 

先のお手紙でもお伝えしておりますように、貴組織と会員企業で協働し、香害被害を収束

させていくための具体的な対策を実現なさることを私たちは望みます。「カナリア・ネッ



トワーク全国」もできうる限りの協力をさせていただきたいと存じます。 

 

まずは、各洗剤メーカーのご担当者と私どもとの面談を、貴会にてお取りはからいいただ

けないでしょうか。 

 

それがかなわない場合は、どのような条件が揃えば可能か教えてください。 

「科学的根拠」「法的規制」といった理由のみでは、これだけの被害の実態をもって企業

としての責任を果たしているとは到底言えません。 

 

各洗剤メーカーは、原材料や製造工程において国内の法を遵守し、また各社自主基準を設

けておられる由、であるならばなにゆえに現状のような被害の声があがっているのか。 

当然ながら、健康被害を想定した製品開発でないのですから、現状は各社想定外のことが

起こっているのです。 

私たちはいったいなぜ、柔軟剤や消臭剤で苦しみを味わうことになったのでしょうか。 

各洗剤メーカーには様々なご専門の方がおられると存じます。その原因についていかよう

にお考えでしょうか。 

 

科学的根拠、法律を盾に責任はないとする一方、被害の声は承知されているとする貴会の

あり方を今一度再考いただき、香害という傷口を広げ続けている現状の回復にお力添えく

ださい。 

 

被害の声に各洗剤メーカーが対話のテーブルをもち、香害の解消と被害の軽減に向け歩

け、知恵を出しあい歩み寄る機会をご提案ください。 

 

ご多忙中恐れ入りますが、とりあえず７月10日までにご返信を頂きたく、よろしくお願い

します。なお、ご回答は当会ホームページ等で公表させていただきます。 _ 

 

 

 

2026年６月21日 _ 

カナリア・ネットワーク全国世話人一同 

_ 

 

 

 

 



 

 

 

 

 


